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日本ではコロナ医療対策のために巨額の補助金が投入された
が、それを使わずに内部留保して大幅増益とした病院が民間のみ
ならず国公立にも存在した。英国など医療が公中心で財源部門と
セーフティネット医療施設が連結している制度の下では、緊急時
の追加財源は過不足なく供給される。医療が日本以上に民中心の
米国では補助金の事後的監査が明確なため、補助金に余剰が出る
見込みの場合は民間病院側が監査前に自主的に返還することすら
ある。日本では発熱外来患者受け入れを拒否する医療機関が多数
発生したのみでなく、国立病院機構本部が補助金でコロナ病床を
増設した都内国立病院に重症患者受け入れ拒否を容認する通知ま
で出していた。国内では救急車でコロナ感染患者がたらい回しに
なった事例が頻発したが、他の先進国では自宅療養している患者
が重症化した場合の入院先は事前に決まっている。人口 100 万
人前後の広域医療圏毎に地域医療ネットワークが構築されている
からである。米国には約 300の Integrated Healthcare Network 

（IHN）があり、緊急時は政府からの追加財源の有無に関係なくセー
フティネットとしての使命感から自己資金で初動スタートする。

日本においても地域包括ケアの仕組みが長年議論されている
が、医療組織カルチャーの欠陥や地方議会の抵抗でネットワーク
化が進んでいない。岸田政権は医療 DX を目玉政策として掲げて
いるが、国公立病院を広域医療圏単位で経営統合して IHN を全
国配置しなければ「名ばかり医療 DX」で終わる。

図 3 海外より感染者が少ない時に日本で医療崩壊した理由

図 4 全国のモデルになりうるのは日本海ヘルスケアネット
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